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1.最近 の 動 き/CurrentToplcs
◎ 研 究 会 等/ResearchMeeting
O第7回STSC研 究 会(ScienceTechnologySocietyCommunication)が10月21
日に 開 催 され 、 活 発 な 議 論 が 行 わ れ た 。
○ 技 術 予 測 調 査 予 備 検 討 会 の 第1回 会 合 が1◎ 月24Hに 開 催 され た 。
@講 演会等/LecturesatNISTEP
10/2(月)「日米貿 易 にお ける決 定 的要因 と しての研 究開 発の動 学的 分析 」
R.F.オ ーエ ン(オ ラ ンダ リンバー グ大学)
1◎/5(木)「デザ イ ン 。ツー ・カス トマ 一白ー一■:.・・一ーズ とデ ザイ ン ・ツー ・コス ト
(DTCN/DTC)の 新 しい考 え方 とその手順 」
江崎通 彦(宇 宙開 発事業 団嘱 託)
◎ 主 要 来 訪 者/ForeignVisitorstoNISTEP
1◎/6(金)Dr.G.Lockwood(英サ セ ッ ク ス 大 学 副 学 長)
10/9(月)Pr◎f.Dr.F.Naschold(西独 ベ ル リ ン科 学 セ ン タ一-mp事)
10/23(月)ProLG.01dham(英サ セ ック ス 大 学 科 学 政 策 研 究 所 長)
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前身である資源調査所で実施 した調査研究内容を引き継 ぎ、同財団の予算によ り
実施 されたものである。材料の腐食、摩耗、その他の劣化 による損失が国民経済
上多大(損 失…額はGNPの2-4%を 占め、間接損失を含 めた実質損失はこれ ら
の数倍 といわれる)で あることに着 目し、各種の使用環境 による材料の劣化現象
(主に腐食)及びその防止策について調査研究会を設け検討を行 って きた。
本調査研究では、 「鉄鋼材料の腐食 と防食に関す る調査」(資 源調査所資料第
136号、昭和61年3月)において調査研究の対象 とした鉄鋼材料について新 しい観
点か らの見直 しを行 うとともに、新たに新素材(セラ ミックス、複合材料)及び電
子材料におけるlC、LSI等 の腐食、防食を対象 とした。 また、米国における
社会資本の劣化状況等を踏 まえ、我が国の(広 義の)社 会資本の健全性を保った
めの具体的方策を検討 した。
2.調査結果の概要
(1)情報 ・通信ネ ッ トワーク、また住宅や家庭電化製品、乗用車等のように
その健全性が社会及び個人の福祉や安全性に大 きく関与す るような、普遍的で
集積化 ・巨大化 した機器及び設備網を広義の新 しい社会資本 と捉えると、我 々
の生活 は道路、橋梁等のいわゆる社会資本に加え、こうした多 くの新 しい社会
資本に も依存 していることがわか る。それ らの腐食等による損傷はた とえ局部












大す る維持 ・更新投資の両方を進めていくためには、与え られた資金を有効 に




の変化に対応 して、その業務の重点を新 しい技術分野の開発へと移 しっっある。
こうしたなかで社会資本の健全性を維持 してい くためには、総合的な防食技術
上の知識 と技術を永続的に有す る中立的な技術者集団を組織す る必要がある。
(4)これ らの組織が効果的に活動す るためには、産 ・官 。学各機関の機能を
有効にコーディネー トしていくとともに、独 自の高度 な研究機関をもっ必要が
ある。
(5)本組織の活動による効果と して、以下の ことが可能となる。









(6)組織の形態と しては財団法人(「 腐食防食セ ンター」 と呼ぶ)が 最適 と
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考え られる。具体的な業務内容にっいて主な ものを次表に掲げる。
腐食防食セ ンターの主な業務 内容 にっいて
業 務 主 な 内 容
1.コンサ ル タ ン ト (1)範囲:腐 食 原因 調査 、対策 指針 、使 い方指 導
(含メ ンテ ナ ンス)、腐 食試験 の実 施
(2)対象:金 属 、非 金属(含 め っ き、塗装)
(3)支援 ラボ:腐 食 試験 、化 学分析 、強 度試験 、
金 相試験
(4)規模:E20名 、T5名
2.デー タ ベ ー ス (1)目的:判 断技 術基 盤の 整備 と一般 ニ ーズへ の対応
(2)システム構築:外 部の 力を借 りる 〈E2◎名が 兼務 〉
(3)サー ビス要 員 二丁1名
3.教 育 (1)対象:社 会資本中心に東南ア ジア も含める
(2)方針:実 務面を重視 した教育
(3)規摸:E2◎ 名が兼務
4.調査 、試験 、研究 (1)調査:政 策 立案 の ための技 術基盤 の 調査
(2)試験 、研 究:
① コ ンサ ル タ ン トに役立っ よ うな テーマ〈5-10名位 〉
② コンサル タ ン トの 充実、若 手 の教育
5.資格認定 (1)資格:国 家試験(に 準ず る もの)
(2)範囲:塗装 、電 防、イ ンヒビター等具体 的 実務 中心







☆ 注:義甲Eは エ ンジニ アを、Tは テ クニ シ ャンを 表す
(第4調 査 研究 グルー プ)
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3.来所 講 演 概 要/SummaryoftheLectureatNISTEP




私は、 ヨーロッパで科学が成立 したのは非常 に新 しくて、19世 紀だと考えてい
ます。少な くとも17世 紀までの科学と呼んでいるものは、今私達が科学 と呼んで
いるもの とは本質的に違 っていたと考えています。例えば、ニュー トンのやってい
た ことは今の科学者がやっていることとは違います。確かにニュー トンは、我 々が
今物理学 とか化学 と呼んでいるような研究 もしておりま したが、それは決 して物理




あ りません。教育制度 とい う点か ら見まして も、技術を教育 しようと思 う制度は大
学の中にはで きず、どうして も大学 とは別の組織をっ くらなければな らなりません
で した。
では大学は何を行なっていたか といいます と、キ リス ト教神学の枠組みの中で行
われていた知識的な探究です。 旧約聖書 に書いてある事柄が きちん と確認で きるか
ということが、 ヨーロッパの自然探究 とい うことの本質であった と考え られ ます。
ところが、18世 紀に入 って、啓蒙主義運動が、自然についての知識を神学的な
体系の背景か ら開放 しました。そうします と、神の計画を自然の中に読む という目
標がな くなり、そこで新 しい目標が立つことになりました。それは、 この世界の人
間の快を増大 し、苦を滅 らすということに知識を使 うとい うことです。 また、18
世紀中頃にで きた百科全集には、職人達の間で明文化 されないで伝承 されていた技
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術を、公共的な知識に変えてい くとい うことが行われ ました。私はそれ らを世俗化
と呼んでいますが、知識は技術化す る方向へ進 もうとし、技術は知識化 される方向
に進 もうとしており、 これは科学と技術が一体化 して いこうとする方向性を示唆す
る、非常に大 きなベク トルだ ったように私は思います。そういう現象が18世 紀 に
非常 にはっきりと起 こったということがで きると思います。
ヨーmッ パでは知識というものが科学 に代わるために、18世 紀 の世俗化 とい う
現象をたどらなければな らなか ったことに対 し、 日本はそれをたどる必要があ りま
せんで した。 日本文化というのはもともと世俗的で した。 これが実 は現代風の科学
技術の成功の鍵ではないか と私は思 います。
明治の政府が成立 して、国家としての体裁を整える為には教育が大 きな問題で し
た。そこで、西洋科学を輸入 しようとしま したが、その時の ヨーロッパでは、科学




少 しずつ実 っていくのが19世 紀の後半にな ってか らです。 アメ リカで も、大学 の
中に実学的な技術知の要素 というものが入 り込むことに対 しては、非常に長 い間抵
抗があ りま した。その抵抗 とは何かといいますと、世俗化されることのない知識 と
いうものが大学で追究 され るべ きものであるということで、それが大学の持つ理念
です。それに対 して、 日本が追究 して きた ものが、超越的な価値 とは無関係な、 こ
の世の世俗的な技術知だということです。
例えばアメリカ社会では、「これを譲 り渡す くらいな らこれは犠牲 にします」とい
う価値が民主主義などにある訳です。 しか し、日本社会は、そのようなものは、持






出 しているのか。社会を どうしよ うという理念が読み取れないままに、製品だけが
怒 涛の よ うに流 れ込 んで来 るの は、我 々に とって は耐 え られ ない」 とい うことです 。
確 か に、 日本 は、 自分達 は これ を理想 に掲 げて い るか らこうや って い る とい うよ
うな ところが明確 で はあ りません。 それ が変 な形で 出て しま うと、戦時 中 の大東 亜
共栄圏 の よ うにな って しま うこと もあ り、その 苦 い経 験か ら、 そ のよ うな原理 を 持
つ こ とに臆病 にな って い ると言 え るか も知 れ ません。 しか し、現 状 に至 る一連 の過
程 の中で 、 日本 が そ うい うもの を掲 げて来 なか ったが ゆえ の成功 とい う もの、 掲 げ
て こなか ったが ゆえ にあ る現 在 の状況 とい うもの に対 して、少 し考え てみ る必要 が
あ るので はな いか と思 い ます。
(本稿 は、 ペ ー ジ数 の都合上 、講演 の骨 子 を当所 にて ま とめ た もので あ る。)
4.その 他/OtherTopics
◎今後 の予 定(講 演)/UpcomingEvents
11/10(金)午後2時 ～5時 「政府 の学術 研究 等へ の支援 に関す る国際 比較 」
ジョ ン ・アー ビ ン(英 サ セ ックス大 学SPRU研究 員)
◎ 人事往 来/Staff
Oこ の度 、米 国NSF(国 立科学 財 団)よ りMs.JaniceM.Cassidyを特 別研 究員
と して受 け入れ た。Ms.Cassidyは科学技 術庁 フェ ロー シップ制 度 に よ り来所 、1年
間 の予 定 で 日本政 府 の基礎研 究振 興方策 等 につ いて の調査 研究 を行 う。
命科 学 技 術 庁 科 学 技 術 政 策 研 究 所
〒100東 京 都 千 代 田 区 永 田 町1-11-39電 話03(581)2391,2392
命NationalInstituteofScienceandTechnologyPolicy,
ScienceandTechno}ogyAgency,Japan
〈)ADDRESS:1-11-39,Nagata-cho,Chiyoda-ku,T◎kyo,10C
<>P}10NE:03(581)2391,2392◇FAX:03(503)3996
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